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1.公共施設等総合管理計画とは



2.当計画の運用について

■1年間の流れ

第Ⅰ期計画期間（2021～2030 年度）：更新費用△10 億円  面積△ 5％ 

第Ⅱ期計画期間（2031～2040 年度）：更新費用△26 億円  面積△15％ 

第Ⅲ期計画期間（2041～2050 年度）：更新費用△ 9 億円  面積△ 3％ 

第Ⅳ期計画期間（2051～2060 年度）：更新費用△ 5 億円  面積△ 2％ 

全計画期間  （2021～2060 年度）：更新費用△50 億円  面積△25％ 

 

■全体目標
計画期間において保有面積に対し25％の削減目標を掲げております。



2.当計画の運用について

A 学校教育施設 6 16,180.25 1.53 19.5% 16,210.25 43,371.62

B 庁舎等行政関連施設 2 3,608.96 0.34 4.4% 3,608.96 7,292.99

C 社会教育・コミュニティ施設 5 3,875.33 0.37 4.7% 7,209.22 10,500.04

D スポーツ施設 16 12,860.32 1.21 15.5% 12,860.32 3,695.76

E 町民文化施設 4 3,496.68 0.33 4.2% 8,926.42 4,960.70

F 子育て支援施設 5 2,978.14 0.28 3.6% 3,071.21 3,008.28

G 福祉施設 6 3,468.65 0.33 4.2% 5,257.56 6,696.22

H 公営住宅 15 14,097.98 1.33 17.0% 14,948.03 17,075.19

I医療施設 4 825.04 0.08 1.0% 825.04

Jその他（観光施設を含む） 20 10,980.72 1.04 13.2% 9,923.72 10,610.73

9 10,552.54 1.00 12.6%

92 82,924.61 7.83 100% 82,840.73 107,211.53
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■現状の推移
毎年の資産更新などの現状より、その数値の動きを確認します。
2018（平成２８）年度から2021（令和４）年度までの延床面積削減▲２４，２８６．９２㎡となっています。
なお、対象施設の削減目標に対しては残り約２.８％で約３，０００㎡の削減が必要となります。



3.活用事例
■秋田県 秋田市

県所有と市所有の資産を
集約化した事例

類似する施設に対し、集
約化することで保有面積を
削減するとともに維持管理
経費の削減



3.活用事例

■千葉県 習志野市

広範囲にわたる複数施設
を複合化した事例

PFI事業により進行し、遊休
地などを利用しながら新たな
施設を整備するとともに活性
化を図る狙い

※PFI事業
民間の資金と経営能力・技術力（ノウハ
ウ）を活用し、公共施設等の設計・建設・
改修・更新や維持管理・運営を行う公共
事業の手法です。



3.活用事例
■茨城県 ひたちなか市

複合化の中に新たな機能を
追加し、整備した事例

地域によっては昔からの商店
街なども隣接しているので、遊
休施設を活用



4.まとめ
一律的な総量規制、統廃合・
再編ありきでなく、住民の暮
らしや地域の実態、個性、将
来をよく見据えて住民参加で
行うべきです。

場合によっては管理経費が大
幅に増えることもあり、予算
の使い方や、本来的な役割、
政策選択も含めて考えるべき
です。


